
 
 

令和３年度 香川県一般会計決算見込みの概要 

 

令和３年度は、引き続き厳しい財政状況が続く中、将来に過度の財政負担を残さない計画的で

持続可能な財政運営を進めつつ、感染拡大防止対策や社会経済活動の維持・回復に向けた新型コ

ロナウイルス感染症対策に積極的に取り組むとともに、昨年１０月に策定した「『みんなでつく

るせとうち田園都市・香川』実現計画」の基本目標である「せとうち田園都市の確かな創造」の

実現に向け、人口減少問題克服・地域活力向上対策をはじめ、デジタル化の加速等の社会変革へ

の対応や国の補正予算を活用した防災・減災対策に取り組んだ結果、歳入・歳出ともに４年連続

して前年度の決算額を上回りました。 

実質収支は、６７億４百万円の黒字となり、前年度に比べ２８億７４百万円減少しましたが、

令和２年度は新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の国への返還分が含まれていたこ

とから、その要因を除くと、令和３年度の実質収支は前年度に比べ５億５２百万円の増加となり

ます。 

また、県債については、臨時財政対策債を含む県債残高が３年連続して減少し、昨年１１月に

策定した「新たな財政運営指針」で目標に掲げた県債残高の減少を達成しました。 

今後も、「新たな財政運営指針」に沿った財政健全化対策を講じつつ、「『みんなでつくるせと

うち田園都市・香川』実現計画」の基本目標である「せとうち田園都市の確かな創造」の実現に

向け、各種施策に積極的に取り組みます。 

 

 

１ 決算規模 歳入総額、歳出総額は､ともに対前年度比増加 

・歳入   ５，４９６億１７百万円 

           （２年度 ５，２１０億７３百万円 対前年度比 ＋２８５億４４百万円：＋５．５％） 

・歳出   ５，３６０億１百万円 

      （２年度 ５，０７３億１３百万円 対前年度比 ＋２８６億８８百万円：＋５．７％） 

２ 決算収支  実質収支は黒字  

  ・実質収支   ６７億４百万円の黒字  ※形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額 

  ・実質収支の対前年度比  ▲２８億７４百万円 

 （令和２年度実質収支から国への緊急包括支援交付金の返還分を除いた場合 ＋５億５２百万円） 
 

                            歳入総額  5,496 億 17 百万円 

 

 

 
                                                                   形式収支136 億 16百万円 

 ○令和３年度の決算収支                         （単位：百万円，％） 

区  分 
令和３年度 
決算見込額 

令和２年度 
決 算 額 

増減額 増減率 

歳入総額       Ａ 
歳出総額       Ｂ 
形式収支       Ｃ（Ａ－Ｂ）
繰り越すべき財源   Ｄ 
実質収支       Ｅ（Ｃ－Ｄ）
国への返還分     Ｆ 
実質収支から国への返還分を除いた額 Ｇ（Ｅ－Ｆ）

549,617 
536,001 
13,616 
6,912 
6,704 

- 
6,704 

521,073 
507,313 
13,760 
4,182 
9,578 
3,426 
6,152 

28,544 
28,688 
▲144 
2,730 

▲2,874 
▲3,426 

552 

5.5 
5.7 

▲1.0 
65.3 

▲30.0 
皆減 
9.0 

   

翌年度へ繰り越すべき財源  
69億 12百万円 

歳出総額  5,360 億 1百万円 

 
実質収支 

67 億 4百万円 

 



３／２ ３／23

％ ％ ％ ％ ％

252,973,693 46.0 245,672,561 47.1 208,370,412 46.9 103.0 121.4

 県 税 129,867,229 23.6 124,755,311 23.9 104,211,444 23.4 104.1 124.6

地 方 消 費 税 清 算 金 46,840,790 8.5 43,100,774 8.3 19,928,502 4.5 108.7 235.0

使 用 料 及 び 手 数 料 5,958,903 1.1 6,009,308 1.1 4,319,706 1.0 99.2 137.9

財 産 収 入 895,422 0.2 874,636 0.1 1,612,560 0.4 102.4 55.5

繰 入 金 5,098,918 0.9 8,090,106 1.6 16,241,487 3.7 63.0 31.4

繰 越 金 13,759,747 2.5 10,265,388 2.0 12,089,554 2.7 134.0 113.8

そ の 他 の 自 主 財 源 50,552,684 9.2 52,577,038 10.1 49,967,159 11.2 96.1 101.2

296,643,554 54.0 275,400,247 52.9 236,091,317 53.1 107.7 125.6

地 方 譲 与 税 16,971,601 3.1 15,399,661 3.0 13,863,424 3.1 110.2 122.4

地 方 特 例 交 付 金 613,882 0.1 645,183 0.1 947,533 0.2 95.1 64.8

地 方 交 付 税 133,640,181 24.3 116,150,222 22.3 115,750,113 26.0 115.1 115.5

交 通 安 全 対 策特 別交 付金 310,050 0.1 324,612 0.1 517,011 0.1 95.5 60.0

国 庫 支 出 金 98,506,840 17.9 92,092,569 17.7 45,707,236 10.3 107.0 215.5

県 債 46,601,000 8.5 50,788,000 9.7 59,306,000 13.4 91.8 78.6

県 債 のう ち 臨 時 財 政 対 策 債 18,700,000 3.4 16,900,000 3.2 37,600,000 8.5 110.7 49.7

549,617,247 100.0 521,072,808 100.0 444,461,729 100.0 105.5 123.7

一 般 財 源 346,943,733 63.1 319,275,763 61.3 292,818,027 65.9 108.7 118.5

特 定 財 源 202,673,514 36.9 201,797,045 38.7 151,643,702 34.1 100.4 133.7

対 年 度 比
区 分 ２ 年 度 決 算 額３ 年 度 決 算 見 込 額 23 年 度 決 算 額

内
訳

自 主 財 源

依 存 財 源

合 計

      　　(単位：千円)

３ 歳入 県税、地方消費税清算金、地方交付税、国庫支出金が増加 県債が減少   

○県 税 １，２９８億６７百万円（対前年度比 ＋５１億１２百万円：＋４．１％） 

輸入額の増加による貨物割の増や、令和元年 10月税率引上げ影響の通年化による譲渡割の 

増に伴う地方消費税の増加（＋２７億６２百万円） 

新型コロナウイルス感染症の企業業績への影響もある中で、全体として法人事業税が増加 

（＋２４億１７百万円） 

○地方消費税清算金 ４６８億４１百万円（対前年度比 ＋３７億４０百万円：＋８．７％） 

全国的な地方消費税の増に伴う清算金の増加 

○地 方 交 付 税 １,３３６億４０百万円（対前年度比 ＋１７４億９０百万円：＋１５．１％） 

国の補正に伴う追加交付等による普通交付税の増加（＋１７９億５百万円） 

○国 庫 支 出 金 ９８５億７百万円（対前年度比 ＋６４億１４百万円：＋７．０％） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増加（＋１２１億７９百万円） 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の減少（▲５０億８６百万円） 

○県     債  ４６６億１百万円（対前年度比 ▲４１億８７百万円：▲８．２％） 

臨時財政対策債を除く県債の減少（▲５９億８７百万円） 

臨時財政対策債の増加（＋１８億円） 

 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

一般財源：県税、地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、県債の

うち臨時財政対策債、減収補塡債(特例分) 

特定財源：繰入金、繰越金、国庫支出金、県債（臨時財政対策債、減収補塡債(特例分)を除く）、分担金及び負担金、

使用料及び手数料、財産収入、寄附金、諸収入 
 

 



歳入の状況

３年度決算見込額
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(%)

23年度を100としたときの2年度の指数

23年度を100としたときの3年度の指数

県税

23.6%(23.9)

地方消費税

清算金8.5%（8.3）

繰入金

0.9%(1.6)

その他

13.0%(13.3)地方交付税

24.3%(22.3)

国庫支出金

17.9%(17.7)

県債（臨時財政対策

債除く）5.1%(6.5)

臨時財政対策債

3.4%(3.2)

その他

3.3%(3.2)

54.0%

(52.9)

46.0%
(47.1）

歳入総額

5,496億17百万円
(② 5,210億73百万円）

（）内は２年度の数値

歳入

自主財源依存財源



４ 歳出 

（１）目的別経費 商工費、衛生費、総務費、諸支出金が増加 

民生費、土木費が減少 

○商 工 費   ７１５億６１百万円（対前年度比 ＋１６９億１４百万円：＋３１．０％） 

香川県営業時間短縮協力金の増加（＋１５５億６９百万円） 

香川県営業活動回復加速化支援金の増加（＋２３億３４百万円） 

   香川県営業継続応援金等の増加（＋２１億９２百万円） 

○衛 生 費   ３７１億８５百万円（対前年度比 ＋１５億６３百万円：＋４．４％） 

入院医療機関病床確保事業の増加（＋５８億５１百万円） 

ワクチン接種促進関連事業の増加（＋１６億８百万円） 

医療機関・薬局等感染拡大防止対策事業の減少（▲３２億９５百万円） 

○民 生 費  ７２５億８７百万円（対前年度比 ▲８６百万円：▲０．１％） 

生活福祉資金貸付事業の増加（＋１４億９５百万円） 

福祉サービス事業所等感染症対策強化事業の減少（▲１６億６９百万円） 

○総 務 費   ４３１億６９百万円（対前年度比 ＋８８億２百万円：＋２５．６％） 

   今後の県債償還や地方交付税の精算に備えた積立金の増加（＋９３億円） 

○諸 支 出 金   ６３８億５８百万円（対前年度比 ＋４８億５３百万円：＋８．２％） 

地方消費税交付金の増加（＋１８億７６百万円） 

地方消費税清算金の増加（＋１４億２１百万円） 

○土 木 費   ４９６億９４百万円（対前年度比 ▲４１億６０百万円：▲７．７％） 

香東川総合開発事業（椛川ダム）の減少（▲２３億５０百万円） 

直轄国道改築費負担金の減少（▲９億６９百万円） 

 

   

（単位:千円）

３／２ ３／23

% % % ％ ％

議 会 費 1,113,468 0.2 1,132,017 0.2 1,251,170 0.3 98.4 89.0

総 務 費 43,169,190 8.1 34,367,405 6.8 28,711,269 6.7 125.6 150.4

民 生 費 72,586,874 13.5 72,672,682 14.3 58,335,401 13.5 99.9 124.4

衛 生 費 37,185,349 6.9 35,622,049 7.0 23,359,483 5.4 104.4 159.2

労 働 費 1,122,896 0.2 1,164,412 0.2 6,774,984 1.6 96.4 16.6

農林水産業費 18,555,547 3.5 20,750,002 4.1 16,465,536 3.8 89.4 112.7

商 工 費 71,561,160 13.4 54,647,601 10.8 46,073,526 10.7 131.0 155.3

土 木 費 49,694,069 9.3 53,854,035 10.6 39,933,378 9.2 92.3 124.4

警 察 費 25,365,136 4.7 24,975,567 4.9 24,056,095 5.6 101.6 105.4

教 育 費 91,655,077 17.1 89,149,934 17.6 91,711,796 21.2 102.8 99.9

災 害 復 旧 費 99,687 0.0 154,377 0.0 1,223,964 0.3 64.6 8.1

公 債 費 60,035,112 11.2 59,818,332 11.8 59,261,174 13.7 100.4 101.3

諸 支 出 金 63,857,652 11.9 59,004,648 11.7 34,696,202 8.0 108.2 184.0

合 計 536,001,217 100.0 507,313,061 100.0 431,853,978 100.0 105.7 124.1

対 年 度 比
区 分 ３年度決算見込額 ２ 年 度 決 算 額

23 年 度 決 算 額
（ 10 年 前 ）



目的別経費の状況
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12.1%（11.9）

歳出総額

5,360億1百万円
(②5,073億13百万円）
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（２）性質別経費 義務的経費、その他の経費が増加 

投資的経費が減少 

○義務的経費  １,９２４億４３百万円（対前年度比 ＋３億６２百万円：＋０.２％） 

人件費の減少 （▲４億１４百万円） 

扶助費の増加 （＋５億４６百万円） 

公債費の増加 （＋２億２９百万円） 

○投資的経費  ６５１億５５百万円（対前年度比 ▲１２億６０百万円：▲１．９％） 

普通建設補助事業費（▲３４億７１百万円） 

普通建設単独事業費（＋３１億９０百万円） 

国直轄事業負担金 （▲ ９億２７百万円） 

○その他の経費  ２,７８４億３百万円（対前年度比 ＋２９５億８７百万円：＋１１.９％） 

補助費等の増加（＋２１４億８２百万円） 

     ・新型コロナウイルス感染症対策の増加（＋１０６億５４百万円） 

     ・税収関連交付金等の増加      （＋ ５０億６３百万円） 

    物件費の増加 （＋２４億６百万円） 

     ・新型コロナウイルス感染症対策の増加（＋ ３０億８３百万円） 

    積立金の増加 （＋６７億３４百万円） 

   （単位:千円）

3／2 3／23

％ ％ ％ ％ ％

192,443,167 35.9 192,081,576 37.9 194,005,469 44.9 100.2 99.2

122,368,692 22.8 122,782,548 24.2 125,594,241 29.1 99.7 97.4

退職手当を除く人件費 109,909,425 20.5 111,411,843 22.0 114,280,087 26.5 98.7 96.2

退 職 手 当 12,459,267 2.3 11,370,705 2.2 11,314,154 2.6 109.6 110.1

10,061,071 1.9 9,515,039 1.9 9,156,273 2.1 105.7 109.9

60,013,404 11.2 59,783,989 11.8 59,254,955 13.7 100.4 101.3

65,154,717 12.1 66,414,783 13.1 48,852,093 11.3 98.1 133.4

64,905,085 12.1 66,108,414 13.0 47,628,129 11.0 98.2 136.3

補 助 事 業 費 39,638,900 7.4 43,110,371 8.5 19,563,923 4.5 91.9 202.6

単 独 事 業 費 21,120,316 3.9 17,930,269 3.5 23,925,167 5.5 117.8 88.3

国 直 轄 事 業 負 担 金 3,565,187 0.7 4,491,888 0.9 3,812,321 0.9 79.4 93.5

受 託 事 業 費 580,682 0.1 575,886 0.1 326,718 0.1 100.8 177.7

249,632 0.0 306,369 0.1 1,223,964 0.3 81.5 20.4

278,403,333 52.0 248,816,702 49.0 188,996,416 43.8 111.9 147.3

22,330,600 4.2 19,924,234 3.9 21,273,866 4.9 112.1 105.0

5,721,841 1.1 6,294,469 1.2 8,402,925 1.9 90.9 68.1

187,313,285 34.9 165,831,587 32.7 97,378,520 22.6 113.0 192.4

17,968,842 3.4 11,235,125 2.2 13,402,079 3.1 159.9 134.1

466 0.0 958 0.0 3,583,228 0.9 48.6 0.0

38,545,651 7.2 38,567,221 7.6 41,235,859 9.5 99.9 93.5

6,522,648 1.2 6,963,108 1.4 3,719,939 0.9 93.7 175.3

536,001,217 100.0 507,313,061 100.0 431,853,978 100.0 105.7 124.1

3年 度 決 算 見 込 額 2 年 度 決 算 額
対 年 度 比23 年 度 決 算 額

（ 10 年 前 ）

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

区 分

投 資 的 経 費

義 務 的 経 費

人 件 費

公 債 費

投 資 及 び 出 資 金

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

積 立 金

災 害 復 旧 事 業 費

そ の 他 の 経 費

合 計

貸 付 金

繰 出 金

 
義務的経費：法令や性質上、支出が義務付けられており裁量的に減額できない経費で、人件費、扶助費、公債費

があります。公債費は、借り入れた県債の返済額です。義務的経費の割合は、財政の弾力性を示し、

その比率が高いほど財政が硬直化していることを意味します。 

投資的経費：道路等の基盤整備、公共施設の建設、災害復旧費等にあてられるもので、支出効果が長期間に及ぶ

ものです。 



性質別経費の状況

人件費

22.8% (24.2)

扶助費1.9% (1.9)

公債費

11.2% (11.8）

補助事業

7.4% (8.5)

単独事業

3.9% (3.5)

その他0.8% (1.1)

補助費等

34.9% (32.7)

貸付金

7.2% (7.6)

その他

9.9% (8.7)

義務的経費

35.9% (37.9)

投資的経費

12.1% (13.1)

その他の経費

52.0% (49.0)

歳出総額

5,360億1百万円
(②5,073億13百万円）

( )内は２年度の数値
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積立金
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維持補修費

投資的経費（直轄負担金）

投資的経費（単独事業）

投資的経費（補助事業）

公債費

扶助費

人件費

(%) 

23年度を100としたときの２年度の指数

23年度を100としたときの３年度の指数



【参考資料】

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3
4,445 4,473 4,489 4,427 4,704 4,724 4,651 4,680 4,691 5,211 5,496

県税 1,042 1,068 1,079 1,089 1,224 1,239 1,239 1,243 1,241 1,248 1,299
地方交付税 1,158 1,149 1,130 1,129 1,110 1,114 1,098 1,093 1,124 1,162 1,336
国庫支出金 457 450 515 429 437 449 448 448 474 921 985
県債 593 613 590 542 571 561 543 540 526 508 466
その他 1,195 1,193 1,175 1,238 1,362 1,361 1,323 1,357 1,326 1,372 1,410
※端数整理の関係から数値が一致しないことがあります。

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3
4,319 4,342 4,369 4,331 4,587 4,617 4,564 4,581 4,588 5,073 5,360

義務的経費 1,940 1,930 1,927 1,950 1,957 1,946 1,937 1,934 1,935 1,921 1,924
投資的経費 489 517 561 524 533 619 583 598 639 664 652
その他の経費 1,890 1,895 1,881 1,857 2,097 2,052 2,044 2,048 2,014 2,488 2,784
※端数整理の関係から数値が一致しないことがあります。
※義務的経費・・・人件費、扶助費、公債費の合計

県の財政状況

歳出決算額

年度
歳入決算額

年度

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000
（億円） １．歳入の推移
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義務的経費
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その他
の経費
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地方交付税

県税

その他



３．実質収支及び単年度収支の推移

４．県債残高と基金残高の推移

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3

県債残高 8,228 8,357 8,434 8,467 8,516 8,547 8,557 8,562 8,544 8,502 8,410

（対前年度増減） (123) (129) (77) (33) (49) (31) (10) (5) (▲ 18) (▲ 42) (▲ 92)

うち臨財債 2,792 3,059 3,314 3,493 3,627 3,692 3,742 3,769 3,752 3,711 3,674

うち通常債 5,436 5,298 5,120 4,974 4,889 4,855 4,815 4,793 4,792 4,791 4,736

（対前年度増減） (▲ 175) (▲ 138) (▲ 178) (▲ 146) (▲ 85) (▲ 34) (▲ 40) (▲ 22) (▲ 1) (▲ 1) (▲ 55)

財源対策用基金残高 321 345 383 402 395 373 371 325 276 298 452
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(億円)

基
金
残
高

(億円)

県
債
残
高

（単位：億円）

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3
実質収支 67 71 63 37 74 60 49 42 51 96(62) 67
単年度収支 6 4 ▲ 8 ▲ 26 37 ▲ 14 ▲ 11 ▲ 7 9 45(11) ▲29(5)

※( )書きは新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の国への令和3年度返還分を除いた額



 

 

５．引上げ分の地方消費税収が充てられるとされた社会保障４経費 

その他社会保障施策に要する経費 

 

 

（歳入）・引上げ分の地方消費税収 

（社会保障財源化分の市町村交付金を除く）  13,201百万円 

 

 

（歳出）・引上げ分の地方消費税収（県分）（13,201百万円）の使途 

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費に充当 

    （R3事業費 62,401百万円のうち一般財源 57,045百万円に充当） 

 

 

【社会保障 4経費その他社会保障施策に要する経費】        【単位：百万円】 

事業名 事業費 

財源内訳   

特定財源 
一般財源 

  

国庫支出金 県債 その他   

少子化 

対策 

障害者福祉事業 528 179 0 4 345   

児童福祉事業 10,769 985 0 87 9,697   

母子福祉事業 1,611 88 0 203 1,320   

教育総務事業 201 86 0 0 115   

小計 13,109 1,338 0 294 11,477   

高齢化 

対策 

介護保険事業 15,120 140 0 414 14,566   

高齢者医療事業 15,116 592 0 55 14,469   

小計 30,236 732 0 469 29,035   

医療 

医療事業 2,032 771 0 118 1,143   

国民健康保険事業 8,629 0 0 12 8,617   

病院事業 3,557 0 0 98 3,459   

障害者福祉事業 3,907 825 0 1 3,081   

生活保護扶助事業 931 698 0 0 233  (参考) 

小計 19,056 2,294 0 229 16,533 
引上げ分の 

地方消費税 

合計 62,401 4,364 0 992 57,045 13,201 

  



単位：億円 単位：千円

H23年度 Ａ R3年度　Ｂ 増減額 B-A H23年度 R3年度

4,445 5,496 1,051 442 580

県 税 1,042 1,299 257 104 137

使 用 料 及 び 手 数 料 43 60 17 4 6

繰 入 金 162 51 ▲ 111 16 6

地 方 交 付 税 1,158 1,336 178 115 142

国 庫 支 出 金 457 985 528 45 104

県 債 593 466 ▲ 127 59 49

そ の 他 990 1,299 309 99 136

4,319 5,360 1,041 429 566

人 件 費 1,256 1,224 ▲ 32 125 129

公 債 費 593 600 7 59 63

物 件 費 213 223 10 21 24

投 資 的 経 費 489 652 163 49 69

補 助 費 等 974 1,873 899 97 198

そ の 他 794 788 ▲ 6 78 83

5,436 4,736 ▲ 700 540 500
(8,228) (8,410) (182) (818) (887)

321 452 131 31 48

※県民１人当たり額は、決算額を当該年度の３月３１日現在の香川県の人口で除した数字です。（【Ｈ23】1,006,488【Ｒ3】947,758）

年 度 末
残 高 状 況

臨 財 債 を 除 く 県 債 残 高
（ 総 県 債 残 高 ）

決　算　額

６．県民１人当たりの決算額

財 源 対 策 用 基 金 残 高

※県民1人当たり額

決 算 状 況

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額



７．新型コロナウイルス感染症対策事業費 

 

 

Ⅰ 令和３年度歳入総額                     549 億 37 百万円 

（１）国庫支出金 508 億 56 百万円 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金    246 億 30 百万円 

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金        196 億 93 百万円 

・その他補助交付金                    65 億 33 百万円 

（２）その他収入                        23 億 33 百万円 

（３）一般財源                       17 億 48 百万円 

 

 

Ⅱ 令和３年度歳出総額                     549 億 37 百万円 

（１）感染拡大防止対策と医療提供体制の整備       387 億 84 百万円 

○入院医療機関病床確保事業       161 億 95 百万円 

  新型コロナウイルス感染症患者の入院病床確保等に必要な経費を補助するもの  

○香川県営業時間短縮協力金支給事業              155 億 69 百万円 

  営業時間短縮の要請に応じた飲食店等に対して協力金を支給するもの 

○軽症者等受入体制整備事業                 16 億 99 百万円 

 感染症の軽症者等が医療機関外で療養するための受入施設を確保等するもの  

○ワクチン接種促進関連事業         16 億 8 百万円 

  新型コロナウイルスワクチンの接種回数等に応じた医療機関への支援を行うもの 

○飲食店感染防止対策認証制度推進事業                6 億 12 百万円 

  感染防止対策基準を満たす飲食店の認証制度を設け､必要な経費等を支援するもの 

○高齢者施設等従事者ＰＣＲ検査等事業              1 億 62 百万円 

  高齢者施設等の従事者に対して、一斉ＰＣＲ検査等を実施するもの 

  

（２）雇用の維持・事業の継続        66 億 72 百万円 

○香川県営業継続応援金等        21 億 92 百万円 

全国的な緊急事態措置の実施等により大きな影響を受けた県内事業者に応援金を

支給し、営業継続を支援するもの 

○新型コロナウイルス感染症対応資金利子等補給事業 21 億 2 百万円 

新型コロナウイルス感染症により売上が減少した中小企業者等に対する制度融資

に利子補給及び保証料補給を行うもの 

  

（３）県民の生活支援       44 億 36 百万円 

 ○生活福祉資金貸付事業    43 億 33 百万円 

新型コロナウイルス感染症の影響による休業等から、収入が減少し一時的な資金 

が必要な方への緊急貸付けの原資を、事業を実施する香川県社会福祉協議会に追

加補助するもの 

 



（４）学校の再開・学びの保障     1 億 71 百万円 

 ○学校感染対策検査実施事業  1 億 8 百万円 

感染の発生時に児童生徒、教職員に対し早期にＰＣＲ検査等を実施するもの 

 

（５）地域経済の回復・活性化     46 億 53 百万円 

 ○香川県営業活動回復加速化支援事業     23 億 34 百万円 

 業績が落ち込んだ事業者を下支え、早期の営業活動回復等につなげるもの   

○県内宿泊等促進事業     11 億 13 百万円 

  県内宿泊の宿泊料金を助成し、失われた旅行需要の回復と観光関連消費の喚起を

図るもの 

 ○公共交通等利用回復緊急支援事業     4 億 84 百万円 

  県内公共交通機関等の維持・確保を図るため、公共交通事業者等が実施する新し

い生活様式に対応するための取組み等に要する経費に対して助成するもの 

 

（６）感染症に強い社会・経済構造の構築    2 億 21 百万円 

○教育施設ＩＣＴ環境整備関連事業      1 億 2百万円 

  県立学校や幼稚園等におけるＩＣＴ環境の整備を行うもの 

○レセプト情報活用診療支援システム運営支援事業      63 百万円 

  患者のレセプト情報を活用し、適切な診療を行うための診療支援システム（K-MIX 

R BASIC）の運営経費を補助するもの 

○新しい働き方推進事業      12 百万円 

  テレワーク導入への助成やサテライトオフィス拠点整備への補助を実施するもの 
 

など 
 

【項目別事業費内訳】                        単位:百万円 

項目 元年度 ２年度 ３年度 
元～３年度 

合計 

１感染拡大防止対策と 

医療提供体制の整備 
23 24,419 38,784 63,226 

２雇用の維持・事業の継続  7,126 6,672 13,798 

３県民の生活支援 232 3,073 4,436 7,741 

４学校の再開・学びの保障  158 171 329 

５地域経済の回復・活性化  3,856 4,653 8,509 

６感染症に強い 

社会・経済構造の構築 
 780 221 1,001 

合計 255 39,412 54,937 94,604 


